
は
じ
め
に

　
法
人
化
後
第
二
期
目
と
な
る
平
成
１７
事

業
年
度
決
算
に
係
る
財
務
諸
表
に
つ
い
て
、

徳
島
大
学
で
は
、監
事
の
監
査
及
び
会
計

監
査
人
の
監
査
を
受
け
た
う
え
で
、平
成

１８
年
６
月
２８
日
に
文
部
科
学
大
臣
に
提
出

し
、平
成
１８
年
９
月
１
日
に
、提
出
し
た
財

務
諸
表（
利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類
を

除
く
。）の
と
お
り
文
部
科
学
大
臣
の
承
認

を
受
け
ま
し
た
の
で
、本
学
の
決
算
の
状

況
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

国
立
大
学
法
人

　
会
計
基
準
の
特
徴

　
国
立
大
学
法
人
の
財
務
諸
表
は
、国
立

大
学
法
人
会
計
基
準
及
び
国
立
大
学
法

人
会
計
基
準
注
解
、並
び
に
国
立
大
学
法

人
会
計
基
準
に
関
す
る
実
務
指
針
に
従
っ

て
作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
国
立
大
学
法
人
会
計
基
準
は
、企
業
会

計
原
則
を
基
礎
と
し
つ
つ
、独
立
行
政
法

人
会
計
基
準
を
踏
ま
え
て
、国
立
大
学
法

人
の
主
た
る
業
務
内
容
が
教
育
・
研
究
で

あ
る
こ
と
、学
生
納
付
金
や
附
属
病
院
収

入
等
の
固
有
多
額
の
収
入
を
有
す
る
こ
と
、

国
立
大
学
法
人
間
に
お
け
る 

一 

定
の
統

 

一 

的

取
り
扱
い
が
必
要
と
さ
れ
る
こ
と
な
ど
の

特
性
に
配
慮
し
て
、必
要
な
修
正
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

　
財
務
諸
表
を
理
解
す
る
に
当
た
っ
て
、

国
立
大
学
法
人
特
有
の
会
計
の
取
扱
い
を

知
っ
て
お
く
こ
と
が
肝
要
で
す
。
企
業
会

計
と
比
較
し
て
の
国
立
大
学
法
人
の
特
徴

的
な
会
計
の
取
扱
い
は
次
に
述
べ
る
と
お

り
で
す
。

①
運
営
費
交
付
金

　
国
か
ら
運
営
費
交
付
金
を
受
領
し
た
と

き
は
、運
営
費
交
付
金
債
務
と
し
て
負
債

計
上
し
、行
う
べ
き
業
務
を
実
施
す
る
と
、

そ
の
相
当
額
を
収
益
化
の
基
準
に
従
っ
て

収
益
化
す
る
仕
組
み
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

国
立
大
学
法
人
で
は
、原
則
と
し
て
時
の

経
過
に
伴
い
業
務
が
実
施
さ
れ
た
も
の
と

み
な
す
期
間
進
行
基
準
に
よ
っ
て
い
ま
す

が
、 

一 
 

部
の
費
用
に
つ
い
て
は
、業
務
の
実

施
に
伴
っ
て
処
理
す
る
成
果
進
行
基
準
、

費
用
の
発
生
額
に
よ
っ
て
処
理
す
る
費
用

進
行
基
準
が
用
い
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
運
営
費
交
付
金
で
固
定
資
産
を
取
得
し

た
場
合
、研
究
機
器
等
の
償
却
資
産
は
資

産
見
返
勘
定
で
あ
る
資
産
見
返
運
営
費
交

付
金
等
に
、土
地
、美
術
品
な
ど
の
非
償
却

資
産
の
場
合
は
資
本
剰
余
金
に
振
り
替
え

ま
す
。
資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等
は
、

減
価
償
却
処
理
を
行
う
都
度
減
価
償
却

費
と
同
額
を
取
り
崩
し
て
収
益
化
し
、損

益
を
均
衡
さ
せ
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

②
授
業
料

　
当
該
年
度
に
係
る
授
業
料
を
学
生
か
ら

受
領
し
た
と
き
は
、授
業
料
債
務
と
し
て

負
債
計
上
し
、運
営
費
交
付
金
債
務
と
同

様
の
会
計
処
理
を
行
い
ま
す
。

③
施
設
費

　
国
か
ら
施
設
費
を
受
領
し
た
と
き
は
、

預
り
施
設
費
と
し
て
負
債
計
上
し
、建
物

等
の
対
象
資
産
の
取
得
時
に
資
本
剰
余
金

に
振
り
替
え
ま
す
。
当
該
資
産
が
教
育
研

究
に
用
い
ら
れ
る
場
合
、収
益
の
獲
得
が

予
定
さ
れ
な
い
た
め
、後
述
の「
減
価
償
却

処
理
の
特
例
」
に
よ
り
、資
本
剰
余
金
を

直
接
減
額
す
る
会
計
処
理
を
行
い
ま
す
。

④
寄
附
金

　
使
途
が
特
定
さ
れ
た
寄
附
金
を
受
領
し

た
と
き
は
、寄
附
金
債
務
と
し
て
負
債
計

上
し
、使
途
に
即
し
て
費
用
が
発
生
す
る

都
度
、そ
の
同
額
を
収
益
化
し
損
益
を
均

衡
さ
せ
ま
す
。
固
定
資
産
を
取
得
す
る
場

合
は
、運
営
費
交
付
金
債
務
と
同
様
の
処

理
を
行
い
ま
す
。

⑤
減
価
償
却
処
理
の
特
例

　
教
育
研
究
に
用
い
る
た
め
、減
価
に
対

応
す
べ
き
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い

償
却
資
産
と
し
て
特
定
さ
れ
た
も
の
は
、

減
価
償
却
費
に
つ
い
て
通
常
の
損
益
処
理

で
は
な
く
、減
価
償
却
相
当
額
を
資
本
剰

余
金
か
ら
損
益
外
減
価
償
却
累
計
額
と
し

て
減
額
す
る
会
計
処
理
を
行
い
ま
す
。

　
国
立
大
学
法
人
の
損
益
計
算
書
は
、基

本
的
に
運
営
状
況
を
反
映
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
い
ま
す
が
、こ
の
よ
う
な
資
産
の

減
価
償
却
相
当
額
は
、各
期
間
に
対
応
す

る
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
ず
、資
産
の

更
新
の
財
源
は
国
が
施
設
費
を
措
置
す
る

仕
組
み
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
よ
る
も
の

で
す
。

⑥
退
職
給
付
引
当
金

　
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
、退
職

 

一  

時
金
の

支
払
い
に
充
て
る
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る

こ
と
が
明
ら
か
で
あ
れ
ば
、引
当
金
の
計

上
は
不
要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑦
利
益
処
分

　
損
益
計
算
上
の
利
益
が
生
じ
た
場
合
は
、

ま
ず
前
年
度
か
ら
の
欠
損
を
補
填
し
、残

額
が
あ
れ
ば
原
則
、積
立
金
と
し
て
赤
字

の
補
填
に
の
み
使
用
可
能
と
さ
れ
ま
す
。

文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
れ
ば
、中

期
計
画
の
範
囲
内
に
お
い
て
、国
立
大
学

法
人
の
裁
量
に
よ
り
例
え
ば
教
育
研
究
の

質
の
向
上
な
ど
に
使
用
で
き
る
目
的
積
立

金
と
し
て
処
理
し
ま
す
。

⑧
図
書

　
通
常
の
償
却
資
産
に
つ
い
て
、独
立
行

政
法
人
同
様
５０
万
円
以
上
の
も
の
が
資
産

計
上
の
対
象
で
す
が
、教
育
研
究
の
た
め

に
使
用
す
る
図
書
は
金
額
の
如
何
に
関
わ

ら
ず
資
産
計
上
し
ま
す
。
使
用
中
は
減
価

償
却
処
理
を
行
わ
ず
、除
却
時
に
全
額
を

費
用
処
理
し
ま
す
。

平
成
17
事
業
年
度

　
決
算
の
概
要

(1)
貸
借
対
照
表

●
資
産
の
部

　
徳
島
大
学
の
資
産
の
総
額
は
９
９
１
億

９
１
百
万
円（
対
前
年
度
比
‥
△
８
億
４

９
百
万
円
、約
１
％
減
）で
、う
ち
、固
定
資

産
が
８
６
８
億
６
７
百
万
円（
対
前
年
度

比
‥
△
５
億
８
７
百
万
円
、約

０．７
％
減
）、流

動
資
産
が
１
２
３
億
２
４
百
万
円（
対
前

年
度
比
‥
△
２
億
６
２
百
万
円
、約
２
％
減
）

で
す
。

　
資
産
減
少
の
主
な
要
因
は
、償
却
資
産

の
減
価
償
却
処
理
な
ど
に
よ
り
△
３
５
億

９
５
百
万
円
、医
薬
品
及
び
診
療
材
料
等

在
庫
の
削
減
に
よ
り
△
５
０
百
万
円
な
ど

で
、増
加
の
主
な
要
因
は
、国
債
等
の
購
入

に
よ
る
投
資
有
価
証
券
の
取
得
３
０
億
１

０
百
万
円（
満
期
に
伴
う
有
価
証
券
の
買

い
換
え
含
む
）な
ど
で
す
。

●
負
債
の
部

　
負
債
の
総
額
は
４
６
４
億
１
９
百
万
円

（
対
前
年
度
比
‥
△
６
２
億
７
１
百
万
円
、

約
１２
％
減
）で
、う
ち
、固
定
負
債
が
３
２

８
億
１
０
百
万
円（
対
前
年
度
比
‥
△
６

２
億
６
５
百
万
円
、約
１６
％
減
）、流
動
負

債
が
１
３
６
億
９
百
万
円（
対
前
年
度
比
‥

△
６
百
万
円
、約
０．１
％
減
）で
す
。

　
負
債
減
少
の
主
な
要
因
は
、償
却
資
産

を
取
得
し
た
場
合
に
当
該
資
産
の
見
返
と

し
て
計
上
し
、減
価
償
却
処
理
に
よ
り
費

用
が
発
生
す
る
都
度
、取
り
崩
し
て
収
益

化
す
る
取
り
扱
い
と
さ
れ
る
資
産
見
返
負

債
が
△
４
億
３
７
百
万
円
、借
入
金（
ア
・

国
立
学
校
特
別
会
計
か
ら
独
立
行
政
法

人
国
立
大
学
財
務
・
経
営
セ
ン
タ
ー
が
承

継
し
た
財
政
投
融
資
資
金
借
入
金
等
の
う

ち
、徳
島
大
学
が
債
務
を
負
担
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
額 

イ
・
国
立
大
学
法
人
化
後
に

お
け
る
借
入
金
　
ウ
・
産
業
投
融
資
特
別

会
計
借
入
金
）が
固
定
、流
動
負
債
合
計

で
△
６
６
億
５
１
百
万
円
な
ど
で
、増
加
の

主
な
要
因
は
、運
営
費
交
付
金
の
未
執
行

相
当
額
で
あ
る
運
営
費
交
付
金
債
務
が
７

億
７
２
百
万
円
、
１８
年
４
月
支
払
の
退
職

給
付
金
、建
物
改
修
費
等
に
係
る
未
払
金

が
５
億
９
４
百
万
円
な
ど
で
す
。

●
資
本
の
部

　
資
本
の
部
の
総
額
は
５
２
７
億
７
２
百

万
円（
対
前
年
度
比
‥
５
４
億
２
２
百
万

円
、約
１１
％
増
）で
、資
本
金
が
４
６
７
億

４
５
百
万
円
で
す
。

　
資
本
剰
余
金
は
４
５
億
８
９
百
万
円
で

あ
り
、施
設
設
備
の
整
備
の
た
め
国
か
ら

財
源
措
置
を
受
け
る
と
相
当
額
を
資
本
剰

余
金
と
す
る
取
扱
い
に
よ
る
増
、及
び
こ

れ
に
準
じ
産
業
投
融
資
特
別
会
計
借
入
金

を
償
還
し
た
こ
と
に
よ
る
増
な
ど
に
よ
り

４
７
億
３
７
百
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
利
益
剰
余
金
は
１
４
億
３
８
百
万
円
で
、

う
ち
６
億
９
４
百
万
円
が
当
期
総
利
益
で

す
。

(2)
損
益
計
算
書

●
経
常
費
用

　
経
常
費
用
の
総
額
は
３
６
１
億
４
４
百

万
円（
対
前
年
度
比
‥
１
０
億
１
０
百
万

円
、約
３
％
増
）で
、構
成
比
率
と
し
て
は
、

人
件
費
が
全
体
の
約
５１
％
、物
件
費
が
約

４７
％
、財
務
費
用
が
約
２
％
で
す
。

　
人
件
費
は
、現
員
が
昨
年
度
よ
り
１１
人

減
少
し
ま
し
た
が
、昇
給
・
昇
格
等
に
よ
り

全
体
で
は
前
年
度
並
み
の
１
８
５
億
６
２

百
万
円
で
す
。

　
物
件
費（
固
定
資
産
購
入
額
除
く
）は
、

総
額
で
１
６
９
億
４
８
百
万
円
と
な
り
、

対
前
年
度
比
１
０
億
４
２
百
万
円（
約
７

％
）増
加
し
て
い
ま
す
。
要
因
と
し
て
は
、

附
属
病
院
に
お
け
る
診
療
件
数
、外
部
資

金
の
獲
得
に
伴
う
受
託
研
究
、受
託
事
業

等
の
契
約
件
数
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に

伴
い
、事
業
規
模
が
拡
大
さ
れ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。な
お
、  

一  

方
で
は
、学
内
に

お
い
て 

一 

般
管
理
費
の
主
要
節
減
項
目（
光

熱
水
料
、消
耗
品
、備
品
等
）に
つ
い
て
経

費
削
減
に
努
力
し
、対
前
年
度
比
７
７
百

万
円（
約
４
％
）の
削
減
を
実
施
し
て
い
ま

す
。　                                               

　
財
務
費
用
は
６
億
３
４
百
万
円
で
あ
り
、

対
前
年
度
比
３
８
百
万
円（
約
６
％
）減
少

し
て
い
ま
す
。う
ち
、財
政
投
融
資
資
金
借

入
金
の
支
払
利
息
が
６
億
１
６
百
万
円
で

あ
り
、前
年
度
よ
り
３
２
百
万
円（
約
５
％
）

減
少
し
て
い
ま
す
。　
　

●
経
常
収
益

　
経
常
収
益
の
総
額
は
３
６
８
億
４
４
百

万
円（
対
前
年
度
比
‥
１
６
億
７
０
百
万

円
、約
５
％
増
）で
、構
成
比
率
と
し
て
は
、

国
か
ら
の
収
益
が
全
体
の
約
４２
％
、学
生

納
付
金
や
附
属
病
院
収
入
等
の

自
己
収
入
が
約
５２
％
、外
部
資

金
が
約
６
％
で
す
。

　
国
か
ら
の
収
益
は
、運
営
費

交
付
金
収
益
、施
設
費
収
益
、補

助
金
等
収
益
、及
び
減
価
償
却

費
見
合
い
の
資
産
見
返
負
債
戻

入（
運
営
費
交
付
金
、補
助
金
、

物
品
受
贈
に
係
る
も
の
）が
該

当
し
ま
す
が
、今
年
度
は
総
額
で

１
５
４
億
７
９
百
万
円
と
な
り
、

対
前
年
度
比
１
億
７
３
百
万
円

（
約
１
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

国
の
効
率
化
係
数
に
よ
り
、 

一 
 

般

財
源
が
１
億
９
百
万
円
減
少
し

た
の
に
対
し
、退
職
給
付
費
用
見
合
い
の

収
益
額
の
増
、建
物
改
修
に
伴
う
施
設
整

備
費
補
助
金
の
増
、競
争
的
資
金
で
あ
る

補
助
金
の
獲
得
な
ど
が
主
な
増
加
の
要
因

で
す
。

　
自
己
収
入
は
、学
生
納
付
金（
授
業
料
、

入
学
金
、検
定
料
収
益
）、附
属
病
院
収
益
、

資
産
見
返
負
債
戻
入（
授
業
料
に
係
る
も

の
）、雑
益
が
該
当
し
ま
す
が
、総
額
で
１

９
０
億
３
百
万
円
と
な
り
、対
前
年
度
比

１
０
億
９
５
百
万
円（
約
６
％
）増
加
し
て

い
ま
す
。
要
因
と
し
て
は
、授
業
料
の
改
定

と
学
生
数
が
増
加
し
た
こ
と
に
伴
い
授
業

料
収
益
が
２
億
１
７
百
万
円
増
加
し
た
こ

と
や
、附
属
病
院
の
診
療
収
益
が
８
億
８

５
百
万
円
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も

の
で
す
。

　
外
部
資
金
は
、受
託
研
究
等
収
益
、受

託
事
業
等
収
益
、寄
附
金
収
益
、資
産
見

返
負
債
戻
入（
寄
附
金
に
係
る
も
の
）が
該

当
し
ま
す
。
受
託
研
究
、受
託
事
業
の
契

約
件
数
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、総
額
で
２

３
億
６
２
百
万
円
と
な
り
、対
前
年
度
比

４
億
２
百
万
円（
約
２１
％
）の
大
幅
な
増
加

と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
経
常
利
益
、当
期
純
利
益
及
び

　
　
当
期
総
利
益

　
経
常
収
益
か
ら
経
常
費
用
を
差
し
引
い

た
経
常
利
益
は
７
億
円（
対
前
年
度
比
‥

６
億
６
０
百
万
円
増
）で
す
。
利
益
増
加
の

主
な
要
因
は
、附
属
病
院
に
お
け
る
診
療

収
入
や
そ
の
他
の
業
務
収
入
を
増
収
さ
せ

た
こ
と
、及
び
効
率
的
な
業
務
の
実
施
に

伴
う
経
費
の
節
減
、借
入
金
残
高
減
少
に

伴
う
支
払
利
息
の
減
少
な
ど
経
営
努
力
に

よ
る
も
の
で
す
。な
お
、附
属
明
細
書
に
お

い
て
、開
示
す
べ
き
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
と
し

て
附
属
病
院
と
そ
の
他
に
区
分
す
る
こ
と

が
義
務
づ
け
さ
れ
て
い
ま
す
が
、セ
グ
メ
ン

ト
別
で
は
、附
属
病
院
が
５
億
２
６
百
万
円
、

そ
の
他
が
１
億
７
４
百
万
円
の
経
常
利
益

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、臨
時
利
益
が
６
百
万
円
、臨
時
損

失
が
１
７
百
万
円
で
、差
引
当
期
純
利
益

が
６
億
８
９
百
万
円
で
す（
法
人
化
初
年

度
の
１６
事
業
年
度
は
、移
行
時
限
り
の
も

の
と
し
て
国
か
ら
の
物
品
受
贈
等
に
係
る

臨
時
利
益
を
多
額
に
計
上
し
た
）。
中
期

計
画
で
あ
ら
か
じ
め
定
め
た
剰
余
金
の
使

途
に
沿
っ
た
費
用
が
発
生
し
た
と
き
は
、そ

の
同
額
を
取
り
崩
し
て
振
り
替
え
る
取
り

扱
い
と
さ
れ
て
い
る
目
的
積
立
金
取
崩
額

が
５
百
万
円
で
、当
期
総
利
益
は
６
億
９

４
百
万
円（
対
前
年
度
比
‥
△
５
９
百
万
円
、

約
８
％
減
）で
す
。

科　目� �金　額
� １７年度�   １６年度

経常費用
� 業務費
� 　教育経費
� 　研究経費
� 　診療経費
� 　教育研究支援経費
� 　受託研究費、受託事業費
� 　人件費
� 一般管理費
� 財務費用
� 雑損
経常収益
� 運営費交付金収益
� 授業料、入学金、検定料収益
� 附属病院収益
� 受託研究、受託事業等収益
� 施設費収益
� 補助金等収益
� 寄附金収益
� 資産見返負債戻入
� 財務収益
� 雑益
経常利益

臨時損失
臨時利益

当期純利益
目的積立金取崩額
当期総利益

３６，１４４
３４，１８４
１，５５３
１，７６１

１０，６７７
２２７

１，４０４
１８，５６２
１，３２６

６３４
ー

３６，８４４
１４，４１４
４，６９０

１４，１１７
１，４２３

１１１
５１

８６５
９８９

ー
１８４
７００

１７
６

６８９
５

６９４

３５，１３４
３２，０５６
１，５０３
１，６５０
９，１１７

１４０
１，０９０

１８，５５６
２，４０６

６７２
　　　　ー
３５，１７４
１４，２５０
４，４９６

１３，２３２
１，１１４

３３
０

８２５
１，０４６

ー
１７８
４０

１，８９８
２，６１１

７５３
０

７５３

１，０１０
２，１２８

５０
１１１

１，５６０
８７

３１４
６

△１，０８０
△３８

　　　　ー
１，６７０

１６４
１９４
８８５
３０９
７８

　　　５１
４０

△５７
ー
６

６６０

△１，８８１
△２，６０５

△６４
５

△５９

表２ 損益計算書の要旨（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）
※参考までに１６年度分と増減額も記載             （単位：百万円）

増（△）減
１７-１６年度

固定資産
�有形固定資産
�　土地
�　建物構築物
�　機械工具器具備品運搬具
�　図書
�　その他
�無形固定資産
�投資その他の資産
�　投資有価証券

流動資産
�　現金及び預金
�　未収金
�　有価証券
�　医薬品及び診療材料
�　その他
            資産合計

固定負債
� 資産見返負債
� 長期借入金
� その他

流動負債
� 運営費交付金債務
� 寄附金債務
� １年以内返済予定借入金
� 未払金
� その他
             負債合計

資本金
資本剰余金
利益剰余金
             資本合計�
       負債及び資本合計

８６，８６７
８３，８０９
４４，８６４
２７，４９４
  ８，５４３
２，８５５

５３
４８

３，０１０
　　３，０１０

１２，３２４
９，３８０
２，５４１

０
３９５

８
９９，１９１

３２，８１０
５，８６３

２６，６３７
３１０

１３，６０９
１，４４９
４，５４４
２，３５６
４，３０４

９５６
４６，４１９

４６，７４５
４，５８９
１，４３８
５２，７７２
９９，１９１

８７，４５４
８７，４０４
４４，８６４
２８，４２３
１０，７９６
２，８３７

４８４
５０
ー
ー

１２，５８６
８，６３８
２，３４７
１，１４９

４４５
７

１００，０４０

３９，０７５
６，３００

３２，０５９
７１６

１３，６１５
６７７

４，９１２
３，５８５
３，７１０

７３１
５２，６９０

４６，７４５
△１４８
７５３

４７，３５０
１００，０４０

△５８７
△３，５９５

０
△９２９

△２，２５３
１８

△４３１
△２

３，０１０
３，０１０

△２６２
７４２
１９４

△１，１４９
△５０

１
△８４９

△６，２６５
△４３７

△５，４２２
△４０６

△６
７７２

△３６８
△１，２２９

５９４
２２５

△６，２７１

０
４，７３７
６８５
５，４２２
△８４９

表１ 貸借対照表の要旨（平成１８年３月３１日現在）�
※参考までに１６年度分と増減額も記載　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

増（△）減
１７-１６年度

増（△）減
１７-１６年度１６年度１７年度 １６年度１７年度

資産の部 負債及び資本の部

科　目 金　額 科　目 金　額

注）平成１８年１月１７日付け「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計
基準注解」に関する実務指針報告書の業務費及び一般管理費の区分の改訂に
従い、作成しています。

徳
島
大
学
の

平
成
１７
事
業
年
度
決
算
の

概
要
に
つ
い
て

16 15



法人の長� 19,210� 13,736� 5,474� （　　　　）

理事(5人）� 74,050� 52,824� 21,050� 176（通勤手当）� � 1名

監事(1人）� 11,821� 8,436� 3,361� 24（通勤手当）

監事(非常勤)� 1,440� 1,440� � �
      (1人）

■役員給与

　役　　名
平成１７年度年間報酬等の総額                                      (千円 ) 就任・退任の状況

報酬(給与)� 賞　与� その他（内容）� 就　任� 退　任

(3月31日)

■常勤職員の給与

平成１７年度の年間給与額（平均）

　　　　区　　分� 人　員� 平均年齢�
総　額

� � � �

� � � �
うち所定内

� �うち通勤手当�  
うち賞与

(千円)

(人) (歳)

常勤職員� 1,504� 44.8� 7,065� 5,106� 49� 1,959

　事務・技術� 362� 44.2� 5,799� 4,217� 62� 1,582

　教育職種(大学教員）� 758� 47.1� 8,536� 6,141� 40� 2,395

　医療職種(病院看護師）� 280� 39.3� 5,221� 3,805� 51� 1,416

　医療職種(医療技術職員）� 86� 44.0� 5,793� 4,211� 61� 1,582

　その他医療職種(看護師）� 2

　
　その他医療職種

� 1
　　　　　(医療技術職員）

　技能・労務職種� 15� 51.4� 5,153� 3,761� 47� 1,392

●注：その他医療職種（看護師）及び
（医療技術職員）については、
該当者が２名以下であるため、
当該個人に関する情報が
特定されるおそれのあることから、
人数以外は記載していません。

表４ 国立大学法人等業務実施コスト計算書の要旨
（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

業務費用

�損益計算書上の費用

�� 業務費

�� 一般管理費

�� 財務費用

�� 雑損

�� 臨時損失

�自己収入等（控除）

�� 授業料、入学料、検定料収益

�� 附属病院収益

�� 受託研究、受託事業等収益

�� 寄附金収益

�� 資産見返負債戻入※

�� 財務収益

�� 雑益

損益外減価償却費相当額

引当外退職給付見積額

機会費用

国立大学法人等業務実施コスト

１４，８４８

３６，１６１

３４，１８４

１，３２６

６３４

ー

１７

△２１，３１３

△４，６９０

△１４，１１７

△１，４２３

△８６５

△８６

ー

△１３２

１，６１９

△１，８２１

１，０１４

１５，６６０

表３ キャッシュ・フロー計算書の要旨
（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）                                    （単位：百万円）�

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

７，０７２

△３，３０９

△３，３２０

４４３

７，９０６

８，３４９

区　　　分 金　額

区　　　分 金　額

表５ 決算報告書の要旨（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

収入
�運営費交付金
�施設整備費補助金
�施設整備資金貸付金償還時補助金
�補助金等収入
�国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ施設費交付金
�自己収入
�　授業料、入学金及び検定料収入
�　附属病院収入
�　雑収入
�産学連携等研究収入及び寄附金収入等
�承継剰余金
�目的積立金取崩

支出
�業務費
�　教育研究経費
�　診療経費
�一般管理費
�施設整備費
�補助金等
�産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
�長期借入金償還金

収入－支出

３７，０３７
１５，６４０

８６２
１，５３３

ー
４５

１７，１９８
４，５７６

１２，５２８
９４

１，７５９
ー
ー

３７，０３７
２８，２４０
１６，９４１
１１，２９９
１，９１２

９０７
ー

１，７５９
４，２１９

０

４３，４２８
１５，６４０
１，７２３
４，５９８

７３
４５

１８，５５２
４，４９１

１３，８７３
１８８

２，７８２
６
９

４０，７３５
２７，８７２
１５，７５４
１２，１１８
１，５９３

９１０
７３

３，０２１
７，２６６

２，６９３

６，３９１
０

８６１
３，０６５

７３
０

１，３５４
△８５

１，３４５
９４

１，０２３
６
９

３，６９８
△３６８

△１，１８７
８１９

△３１９
３

７３
１，２６２
３，０４７

２，６９３

差　額
（決算－予算）区　　　分 予　算　額 決　算　額

注）運営費交付金による物品購入、国からの受贈物品により生じた資産見返負債から
の戻し入れは含まないので、損益計算書の資産見返負債戻入と金額が異なります。

は
じ
め
に

　
国
立
大
学
法
人
の
役
職
員
の
給
与
等

に
つ
い
て
は
、国
家
公
務
員
や
民
間
企
業

の
給
与
、法
人
の
業
務
の
実
績
を
考
慮
し
、

社
会 

一

 

般
の
情
勢
に
適
合
し
た
も
の
と
な

る
よ
う
、各
法
人
が
そ
れ
ぞ
れ
支
給
の
基

準
を
定
め
、総
務
省
の
定
め
る
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
基
づ
き
公
表
を
行
う
こ
と
と
な
っ

て
お
り
、本
学
も
そ
の
趣
旨
に
沿
っ
て
、ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
は
既
に
公
表
を
行

っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、本
誌
に
お
い
て

も
そ
の
概
要
を
公
表
す
る
も
の
で
す
。

公
表
概
要

　
今
回
、本
誌
で
公
表
す
る
内
容
は
、平

成
１７
年
度
に
支
給
し
た
役
員
及
び
常
勤

職
員
の
給
与
支
給
状
況
、ま
た
、常
勤
職

員
の
給
与
水
準
に
つ
い
て
は
、ラ
ス
パ
イ

レ
ス
指
数
を
用
い
て
国
家
公
務
員
等
の

給
与
水
準
と
比
較
し
た
結
果
に
つ
い
て

示
し
ま
す
。

　
な
お
、詳
し
く
は
徳
島
大
学
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
の
「
情
報
公
開
」
↓
「
情
報
提
供
」
↓

「
国
立
大
学
法
人
徳
島
大
学
の
役
職
員
の

報
酬
・
給
与
等
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
公
表

を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

徳
島
大
学
役
職
員
の
報
酬
・
給
与
等
の

水
準
の
公
表
に
つ
い
て

(3)
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書

　
業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

が
７
０
億
７
２
百
万
円
、投
資
活
動
に
よ

る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
が
△
３
３
億
９
百

万
円
、財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ・
フ
ロ

ー
が
△
３
３
億
２
０
百
万
円
で
あ
り
、期
末

資
金
残
高
は
８
３
億
４
９
百
万
円（
対
前

年
度
比
‥
４
億
４
３
百
万
円
、約
６
％
増
）

で
す
。
な
お
、貸
借
対
照
表
の
現
金
及
び

預
金
と
不

 

一 
 

致
で
あ
る
理
由
は
、現
金
及

び
普
通
預
金
の
他
に
、定
期
預
金
が
１
０

億
３
１
百
万
円
あ
る
た
め
で
す
。

(4)
国
立
大
学
法
人
等

　 

　
業
務
実
施
コ
ス
ト
計
算
書

　
国
民
の
負
担
に
帰
す
べ
き
実
質
的
な
コ

ス
ト
は
１
５
６
億
６
０
百
万
円（
対
前
年

度
比
‥
△
４
０
億
６
９
百
万
円
、約
２１
％

減
）で
す
。 

こ
の
額
は
、損
益
計
算
書
を

基
礎
と
し
つ
つ
、納
税
者
た
る
国
民
の
負

担
と
は
な
ら
な
い
自
己
収
入
等
を
控
除
し
、

損
益
外
処
理
や
機
会
費
用
に
つ
い
て
加

算
し
て
計
算
し
た
も
の
で
、国
立
大
学
法

人
の
業
務
運
営
に
関
し
て
国
民
の
負
担

に
帰
せ
ら
れ
る
現
在
及
び
将
来
の
コ
ス
ト

を
表
示
し
て
い
ま
す
。
我
々
は
こ
の
コ
ス

ト
に
も
十
分
注
意
を
払
っ
て
、教
育
研
究

活
動
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

(5)
決
算
報
告
書

　
決
算
報
告
書
は
、予
算
の
区
分
で
作
成

し
、予
算
計
画
と
対
比
し
て
執
行
状
況
を

表
す
書
類
で
あ
り
、基
本
的
に
現
金
主
義

で
作
成
し
て
い
ま
す
。

　
収
入
か
ら
支
出
を
差
し
引
い
た
余
剰

額
２
６
億
９
３
百
万
円
の
主
な
要
因
は
、

運
営
費
交
付
金
対
象
事
業
（
運
営
費
交

付
金
及
び
自
己
収
入
）に
よ
る
も
の
で
す
。

　
運
営
費
交
付
金
対
象
事
業
に
余
剰
額

が
生
じ
た
理
由
を
見
て
み
ま
す
と
、収
入

に
お
い
て
は
附
属
病
院
の
診
療
収
入
１
３

億
４
５
百
万
円
の
増
収
に
よ
る
と
こ
ろ
が

大
き
い
と
言
え
ま
す
。 

一 
 

方
、支
出
に
目
を

移
し
ま
す
と
、業
務
費
及
び

 

一 
 

般
管
理
費

で
６
億
８
７
百
万
円
の
余
剰
が
生
じ
て
い

る
こ
と
が
見
て
と
れ
ま
す
。こ
れ
は
附
属

病
院
の
診
療
収
入
の
増
に
伴
う
診
療
経

費
の
増
８
億
１
９
百
万
円
を
教
育
研
究

経
費
の
減
１
１
億
８
７
百
万
円（
退
職
金

の
不
要
額
７
億
６
６
百
万
円
含
む
）及
び

 

一 
 

般
管
理
費
の
減
３
億
１
９
百
万
円
で
カ

バ
ー
し
た
結
果
と
言
え
ま
す
。

　
運
営
費
交
付
金
対
象
事
業
以
外
で
は
、

「
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
事
業
」
に
対
す
る
施

設
整
備
費
補
助
金
の
補
正
予
算
分
の
繰

越
金
８
億
６
１
百
万
円
が
余
剰
額
を
構

成
す
る
大
き
な
要
因
に
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、施
設
整
備
資
金
貸
付
金
償
還
時
補

助
金
や
産
学
連
携
等
研
究
収
入
及
び
寄

附
金
収
入
等
も
増
収
に
大
き
く
寄
与
し

て
い
ま
す
が
、そ
の
分
支
出
も
伴
っ
て
い

る
た
め
余
剰
額
を
構
成
す
る
要
素
と
は

な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

■職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標

事務・技術職員� � �教育職員（大学教員）

対国家公務員（行政職（一））� 83.7� �対国家公務員（平成15年度の教育職（一））� 95.8

対他の国立大学法人等� 96.5� �対他の国立大学法人等� � � 94.5

医療職員（病院看護師）

対国家公務員（医療職（三））� 93.9

対他の国立大学法人等� 96.0

注：教育職員（大学教員）の対国家公務員の指数は、比較対象の国家公務員が少数のため、
      国立大学法人等の法人化前（平成１５年度）の教育職俸給表（一）適用職員の給与水準を国の給与水準として算出

計
画
で
あ
ら
か
じ
め
定
め
た
剰
余
金
の
使

途
に
沿
っ
た
費
用
が
発
生
し
た
と
き
は
、

そ
の
同
額
を
取
り
崩
し
て
振
り
替
え
る
取

り
扱
い
と
さ
れ
て
い
る
目
的
積
立
金
取
崩

額
が
５
百
万
円
で
、当
期
総
利
益
は
６
億

９
４
百
万
円（
対
前
年
度
比
‥
△
５
９
百

万
円
、約
８
％
減
）で
す
。
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